



経済研究所 / Institute of Developing








































馬英九は 2008 年の選挙戦において，経済面では「成長率は 6%，失業率は
3%以下，2016 年の 1 人当たり国民所得は 3 万米ドル」という「六三三」公約
を掲げていた。しかしながら，政権発足以降，苦しい経済運営を強いられるこ
とになった。発足直後にはリーマンショックおよびその後の世界的な不況に見
舞われた。図１が示すように，2008 年第 2 四半期から 2009 年第 1 四半期まで，
マイナス成長に陥っている。2009 年第 2 四半期以降は力強く回復し，2010 年
通年では二桁成長を達成した。しかしながら，2011 年に入ると欧米経済の不

















































業者数は 2008 年 8 月と比べて 2009 年 3 月には 24 万人減少した。失業率は
同年 7 月に 6%を突破し，8 月には 6.13%に達した。統計データをみるかぎ
り，雇用情勢はその後改善されている。就業者は 2009 年 4 月以降増勢に転じ，
2011 年 12 月までに 58 万人増加した。失業率も 2009 年 9 月以降，徐々に低下





行政を主管する省庁）に通知があった無給休暇は 2012 年 1 月末において 87 社，
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539 品目，中国から台湾への輸出については 267 品目の関税を，2011 年 1 月 1
日から 2013 年 1 月 1 日までに撤廃することになっている。それぞれ 2009 年の
輸出入額の 16.1%と 10.5%を占める。サービスに関しては中国が台湾に対して
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には早速効果が現れ，中国から台湾への渡航者は 33 万人から 97 万人に激増し
た（図５）。2010 年には渡航者は 163 万人に達し，日本を抜いて最大となった。







































































































貿易のアーリーハーベスト対象分野では，2011 年 1 月から 11 月までに認可さ
れた中国から台湾への投資は 31 件，1466 万米ドルだった。一方，同じ期間に




社が中国に A 株への投資が可能となる QFII 資格を申請し，うち 5 社が認可を
獲得し，そのうち 3 社が中国から 1 億米ドルの運用枠の認可を得ている。
産業協力，買い付け団，留学
このほか，中台間の経済交流として目立った動きとしては産業協力がある。
産業協力は ECFA にも含まれているが，ECFA の締結以前から取り組まれて
きた。経済部（経済産業省に相当）は 2008 年 12 月から「架け橋プロジェクト」
（中国語では搭橋専案）を始めている。これまでのところ，各分野における中台
の企業等関係者を集めた会議の開催が活動の中心となっている。2009 年は 12












大口だが，発表した金額を実際には購入していない。2009 年は 44 億米ドルと





に認められた。2010 年 8 月に関連する 3 法の改正案が国会を通過し，制度的







般の実績は芳しくない。2008 年から 2009 年にかけて経済成長率は大きく落ち
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12 月 1 日 郭台銘 鴻海精密工業　会長
12 月 2 日 鄭崇華 台達電子工業　会長
12 月 7 日 厳凱泰 裕隆グループ　CEO
12 月 21 日 魏応充 味全食品工業　会長
12 月 28 日 王文淵 台湾プラスチック・グループ　総裁
 1 月 2 日 尹衍樑 潤泰グループ　総裁
黄茂雄 東元電機　前会長
 1 月 3 日 張栄発 長栄グループ　総裁























































































（１）「千大 CEO 景氣預測大調査！ 85%看壞 2012 年景氣」（『天下雜誌』第 488 期　2011
年 12 月）。
（２）「勞委會最新數據：無薪假人數增 316 人」（『聯合晩報』2012 年 2 月 2 日）。
（３）注 1 と同じ。
（４）「ECFA 早 期 收 穫 計 畫 執 行 情 形 」2012 年 2 月 10 日（http://www.ecfa.org.tw/
ShowNews.aspx?id=417&year=all&pid=&cid=）。以下，特に記述しない資料のアクセ
ス日は 2012 年 4 月 6 日。
（５）行政院大陸委員會「海峡兩岸經濟合作架構協議（ECFA）執行成果説明」2011 年 11
月。
（６）經濟部技術處「搭橋專案推動成果及展望」2011 年 1 月 6 日（http://www.ey.gov.
tw/public/Data/11311673871.pdf）。
（７）台北世界貿易センターの王志剛会長は，買い付け団の達成率は 2009 年には 85%，
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2010 年は 70%以上としている（「王志剛：續邀陸省團來台採購」『中國時報』2011 年 9
月 17 日）。ただし，この新聞記事には金額が示されていない。
（８） 「中國面板採購團金額灌水」（『蘋果日報』2011 年 6 月 13 日）。
（９）教育部統計処ウェブサイト（http://www.edu.tw/statistics/index.aspx）。このほか
に「大陸研修生」という短期の交換留学生が 1 万 1227 人いる。
（10）2012 年 1 月 16 日から 17 日実施。TVBS ウェブサイト（http://www1.tvbs.com.tw/
FILE_DB/PCH/201201/dfbrol1dv8.pdf）。
（11）「ECFA 利多指標區藍營没加分」（『聯合報』2012 年 1 月 15 日）。
（12）2012 年 2 月 8 日から 9 日実施。TVBS ウェブサイト（http://www1.tvbs.com.tw/
FILE_DB/PCH/201202/rx1rsv0qzf.pdf）。

